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地域経済の活性化を図るための政策の一つに，都市間と都市内それぞれでの交通基盤整備がある．これ

らの政策の効果を適切に分析し得る分析枠組として定量的空間経済学（Quantitative Spatial Economics：
QSE）がある．しかし，QSE 研究では，都市間と都市内の交通基盤整備を区別したような多様なケースス

タディの蓄積がないことや，現況再現のためのモデルの説明力が十分でないといった問題点があった．そ

こで本研究では，QSE を基盤として，それらを解決するための空間経済分析枠組を提案した．そして，本

分析枠組でモデル説明力が従来より向上することを示した．さらに，日本を対象にした反実仮想実験によ

り，都市間や都市内の交通改善が人口分布に与える変化を分析し，その特徴を調べた． 
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1. はじめに 
 
地域経済の活性化を図るための政策の一つに，都市間

と都市内それぞれでの交通基盤整備がある．実際，デジ

タル田園都市国家構想総合戦略 1)では地方創生を加速

化・深化させて「全国どこでも誰もが便利で快適に暮ら

せる社会」を目指している．そこでは，東京圏への過度

な一極集中の是正や多極化を図るための一つの策として，

三大都市圏間等のアクセス利便性向上や地域公共交通網

の再構築を挙げている． 
このような政策が意図した効果（i.e., 東京圏への過度

な一極集中是正や地域経済の活性化）をもたらすには，

都市間と都市内の交通改善のバランスが重要となる．こ

れは，都市内の交通改善はその地域の経済活性化をもた

らすことが期待できる一方で，都市間の交通改善は（短

期的には）地域活性化が期待できるものの，長期的には

ストロー現象（i.e., 地方から大都市への人口・経済活動

の流出）のような，期待とは異なる影響をもたらし得る

ためである． 
近年，交通基盤整備などの長期的効果の予測・評価に

応用が期待される研究として，定量的空間経済学

（Quantitative Spatial Economics：QSE）がある 2)．QSEモデ

ルは，新経済地理学（New Economic Geography：NEG）分

野で蓄積されてきた経済集積メカニズムに関する理論 3)

を計量分析に応用したもので，“経済活動の空間的集積

メカニズム”と“人口の地域間移動”の両方を考慮して

いるという特徴を持つ．例えば，高山・杉山 4)は，従来

の QSE では不可能であった，ストロー現象を表現し得

る QSEモデルを開発している．さらに，杉本ら 5)では，

高山・杉山 4)を拡張し，モデルに地域間交通網の利便性

を反映することで，実空間での計量分析を可能とする分

析枠組を開発している． 
しかし，これまでのQSEモデルには2つの問題が存在

する．1 つ目に，QSE 研究では，都市間と都市内の輸送

抵抗を区別したような，多様なケーススタディが蓄積さ

れていないという問題がある．これは，従来の QSE 研

究での計量分析が，都市間・都市内の輸送費用が一律に

変化するような，理論研究と同様の比較静学に焦点を当

てているためである．したがって，都市間・都市内の交

通改善に関する多様なケーススタディを蓄積するために，
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都市間と都市内の輸送抵抗を分離して扱える分析枠組を

開発することが課題となる． 
2 つ目に，QSE モデルは現況再現のための説明力が十

分でないという問題がある 6)．具体的には，外生的に与

えられるアメニティ水準によって各地域の人口をほとん

ど説明する形となり，モデル自体は現実の人口分布をほ

とんど説明できていないことが示唆されている．これは，

パラメータ設定法に関する研究蓄積が不足していること

に起因している．したがって，モデルの説明力向上のた

めのパラメータ設定法の確立が課題となる．  
本研究では，都市間の輸送抵抗と都市内の輸送抵抗を

分離して扱うことを可能とし，かつ，モデルの説明力を

向上させる，空間経済分析枠組を提案する．そのために，

QSEを基盤として，都市内交通基盤水準を反映したモデ

ル説明力を向上させるパラメータ設定法を提示する．そ

して，実際にモデルの説明力が向上することを示す．さ

らに，都市間・都市内の交通改善に関する反実仮想実験

を実施することで，それらが人口分布に与える変化の特

徴を調べる． 
本稿の構成は以下のとおりである．第 2章では，本研

究で用いる，先行研究 4)でストロー現象を表現できるこ

とが明らかとなっているPflüger and Tabuchi7)に基づくモデ

ルを説明する．第 3章では，均衡状態の定式化と交通改

善に伴って創発する安定均衡状態の導出方法を示す．第

4 章では，都市間と都市内の輸送抵抗を分離して表現し

て，モデルの説明力を向上し得るパラメータ設定方法を

示す．そして，実際に設定したパラメータのもとで，モ

デルの説明力が向上することを示す．第 5章では，日本

を対象とした計量分析を実施し，都市間・都市内の交通

改善の影響を示す．最後に，第 6章において本論文の結

論を述べる． 
 
 
2. モデル 
 
(1) 地域・経済環境の設定 

地域は離散的に 箇所存在し，地域の集合を ≡
{1,2,⋯ , }と表現する．地域 ∈ の面積は とする．

次に，この経済には消費者と企業が存在する．消費者は，

地域全体に 存在し，居住する地域 を選択できる．各

地域 に立地する消費者の数をℎ ≥ 0と表現する．消費

者は自地域の企業に労働を非弾力的に 1単位供給する．

企業は，収穫逓増の技術により，労働と土地を生産要素

として，差別化された財を生産する． 
 
(2) 消費者行動 

本研究では，地域 ∈ に居住する消費者の効用関数

がCobb-Douglas型であると仮定する: 

= 1 − , (1a) 

= (ℓ) dℓ
∈

.
 

(1b)

ここで， ∈ (0,1)は土地への支出割合を表すパラメー

タ， は地域 のアメニティ水準（e.g., 気候，地形条件）

を表す所与の定数， は土地の消費量， は差別化財の

消費により得られる部分効用を表す． は地域 で生産

される差別化財のバラエティ（種類）数， (ℓ)は地域

で生産され地域 で消費される財バラエティℓの消費量

である． > 1はこれらの財バラエティ間の代替の弾力

性である． 
消費者の予算制約式は以下のとおりとなる: 

= + (ℓ) (ℓ)dℓ
∈

. (2)

ここで， は地代， (ℓ)は地域 で生産されて地域 で

消費される財バラエティℓの価格を表す． 
また，消費者の所得 は，賃金率（労働 1 単位当たり

の賃金） と地代収入 からなる: = + . (3)
ここで，全ての土地が全消費者により均等に所有されて

いると仮定し（i.e., public ownership）注1)，消費者の地代収

入は以下で与えられる: 

= ∑ ( ℎ + )∈ . (4)

ここで， は企業が生産のために投入する土地の量で

ある． 
効用最大化問題から，土地・財の消費量 ， (ℓ)と

財消費の部分効用 が得られる: 

= , (5a)

(ℓ) = (ℓ) , (5b)

= (1 − ) . (5c)

ここで， は財の価格指数であり，以下で定義される: 

= (ℓ) dℓ
∈

. (6)

式(1a)に式(5a)，式(5c)を代入すると，地域 に居住する

消費者の間接効用 は次のように表される: 
= ( ) . (7)

 
(3) 企業行動 

企業は，独占的競争市場下で土地・労働を投入して財

を生産する．規模の経済，消費者の多様性選好，ならび

に供給できる財のバラエティ数に制限が無いことから，

どの企業も必ず他企業とは異なるバラエティの財を生産

する（i.e., 地域全体を見渡しても，同じバラエティの財
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を生産する企業は存在しない）．このため，地域 で生

産を行う企業数は，供給する財のバラエティ数 と等し

くなる．以降では，地域 でバラエティℓを生産する企業

を地域 の企業ℓと呼ぶ． 
地域 の企業ℓが財バラエティℓを生産するには，1 単

位の固定的な投入と生産量 (ℓ)に応じた (ℓ)の限界

的な投入が必要となる．Cobb-Douglas 型の生産技術を仮

定するため，土地・労働の投入量との関係は以下とな

る: 

1 + (ℓ) = (ℓ) (ℓ)
1 − . (8)

ここで， ∈ (0,1)は土地の投入割合を表すパラメー

タ， (ℓ)， (ℓ)は，各々，地域の企業が投入する土地，

労働量である． 
財の地域間輸送には氷塊型の輸送費用がかかると仮定

する．すなわち，地域 から地域 へ 1 単位の財を輸送す

ると，最初の１単位のうち1⁄ < 1単位だけが実際に

到着し，残りは解けてしまうと考える．このため，地域

で生産された財バラエティℓの地域 における需要量(ℓ)と供給量 (ℓ)との間に，次の関係が成立する: 

(ℓ) = (ℓ)ℎ
∈

. (9)

地域 の企業ℓは，独占的競争を仮定していることから，

地域 の消費者の需要関数 (ℓ)を所与として，地域 で

生産されて地域 で消費される財バラエティℓの価格(ℓ) = ( (ℓ)) ∈ と地域 の土地・労働の投入量(ℓ)， (ℓ)を設定する．その利潤最大化行動は，次の

ように定式化できる: max(ℓ), (ℓ), (ℓ) (ℓ), (10a) 
s.t. (5b), (8), (9). (10b) 

ここで， (ℓ)は利潤であり，収入から土地・労働の

費用を引いた，以下の形で与えられる: 

(ℓ) = (ℓ) (ℓ)ℎ − (ℓ) − (ℓ)
∈

. (11)

この利潤最大化問題を解くと，財バラエティの価格(ℓ)，土地・労働の投入量 (ℓ)， (ℓ)が得られる: 

(ℓ) = − 1 , (12a) 

(ℓ) = 1 + (ℓ)ℎ
∈

, (12b) 

(ℓ) = 1 − 1 + (ℓ)ℎ
∈

, (12c) 

= . (12d) 
ここで， は生産要素の価格を表す．式(12a)から，

財バラエティのマークアップ率が − 1⁄ で与えられる

ことが確認できる．価格指数 は式(6)に式(12a)を代入す

ることで得られる: 

= − 1∈
. (13)

式(12a)で示されているとおり，財バラエティℓの価格(ℓ)は財の種類ℓに依存しない．以降では，各変数のℓ
を省略し， , , , , と表記する． 
財バラエティの供給量は，利潤ゼロ条件より，次のと

おり得られる: 

= − 1. (14)

 
 
3. 均衡条件 

 
均衡条件は短期均衡と長期均衡を扱う．短期均衡では，

消費者が居住地を変更できないほどの短期に，土地・

財・労働市場が均衡すると仮定する．長期均衡では，消

費者が効用を最大化する居住地を選択することができる

と仮定する．各々の条件について順に示す． 
 
(1) 短期均衡条件 

短期的には，消費者が地域間を移動できないという条

件下で，土地・財・労働市場が均衡する．この短期均衡

状態を満たす条件は，各市場の清算条件から与えられる．

土地市場の清算条件は以下で与えられる: 
ℎ + =   if > 0,
ℎ + ≤  if = 0.  (15)

式(15)，式(5a)，式(12b)から清算条件を満たす地代 は

以下となる: 

= ℎ + . (16)

財市場の清算条件は，式(9)に式(5b)，式(14)を代入す

ることで，以下で表される: 

= 1 − ∑ ∈∈
ℎ . (17)

労働市場の清算条件を示す．地域 における労働供給

量は消費者数ℎ で与えられ，労働需要量は となる．

したがって，この条件は以下で表される: ℎ = (1 − ) . (18)
以上の関係から， ， ， ， は， を用いるこ

とで次のように表される: 

= 1 ℎ + 1 − ℎ , (19a)

=
⎣⎢
⎢⎡ ℎ + + 1 − ℎ

⎦⎥
⎥⎤ ,

 
(19b)

第 68 回土木計画学研究発表会・講演集



 

4 
 

= − 1 1(1 − ) ℎ
∈

, (19c) 

= + 1 −1 − ℎ
∈

. (19d) 

さらに，総所得は以下の関係を満たす: 

ℎ
∈

= 1(1 − )(1 − ) ℎ
∈

. (20)

式(17)，式(18)より， は以下の賃金方程式を満たす

ことが分かる: 

ℎ = (1 − )(1 − ) ℎ
∑ ℎ∈∈

ℎ . 
 (21)

以上の条件を用いることで，間接効用 が人口分布

の関数で与えられる．具体的には，間接効用 ( )は式

(7)に，式(13)，式(19)，式(21)により定まる , , , を

代入することにより得られる: 

( ) = ( ) ℎ + 1 − ℎ . (22)

 
(2) 長期均衡条件 

長期的には，消費者は効用の高い地域に移動すること

ができ，その居住地選択行動が定まる状態を長期均衡状

態とする．長期均衡状態は，以下の非線形相補性条件を

満たす状態 ∗である: 
∗ = ( ) if ℎ > 0,
∗ ≥ ( ) if ℎ = 0,  ℎ

∈
= . (23)

ここで， ∗は均衡効用水準を表す． 
Pflüger and Tabuchi7)でも示されているとおり，長期均衡

状態には安定・不安定な状態が複数存在する．安定的な

均衡状態を得るために，長期均衡の安定性を次の

replicator dynamic注2)によって判定する: ℎ̇ = (ℎ) ≡ ℎ { ( ) − ̅( )}, (24a) 

̅( ) = ( )
∈

ℎ . (24b) 

このダイナミクスの下での均衡状態 ∗の安定性は，

( ∗) = ( ( ∗)) ∈ の Jacobi 行列∇ ( ∗)の固有値の実

部が全て負となることにより，判定できる． 
 
(3) 均衡状態の解析手順 

本研究で用いるモデルには，安定・不安定な複数種類

の均衡状態が存在し得る．このため，本節ではパラメー

タを変化させた場合に創発する安定的な均衡状態を導出

する手順を示す． 
短期均衡状態の地代 ，賃金 ，価格指数 ，生産要

素の価格 は，短期均衡条件による非線形連立方程式

を解くことで得られる．ただし，ワルラス法則の存在に

より，これらの条件式は4 − 1の独立な方程式にしか

ならず， , , , は一意に定まらない．これらが定

まるように，総賃金を として外生的に与えて基準化

する条件を式(25)のとおり与える: 

ℎ
∈

= . (25)

パラメータの変化に伴い創発する安定的な均衡状態は，

前述の式(24)の微分方程式により得られる．しかし，式

(24)を直接解くことは式の形からして不可能であるため，

高山・杉山 4)と同様にダイナミクス方向に徐々に人口分

布 を更新して，安定均衡状態を調べる．具体的には，

回目の更新で得られた人口分布を ( ) = (ℎ( )) ∈ と

表記すると，人口分布の更新は以下の形で表される: 
ℎ( ) = ℎ( ) + ( ) . (26)

ここで， はダイナミクス方向への人口分布の変化の

度合いを表す正のパラメータである． 
 
 
4. パラメータ設定 

 
本章では，都市間と都市内の輸送抵抗を分離して表現

してモデルの説明力を向上し得るパラメータの設定方法

を提示する．加えて，使用データとパラメータ設定結果

を示したうえで，設定したパラメータにより，モデルの

説明力が従来よりも向上することを示す． 
 
(1) パラメータ設定方法 

本節では，計量分析に必要となるパラメータ設定方法

を提示する．なお，消費者の土地支出割合 は，Allen 
and Arkolakis8)と同様，家計の住宅への支出割合を基礎に

= 0.3を用いる．さらに，企業の土地投入割合 は，

先行研究 4)と同様に 0.6とした． 
a) 輸送費用の推定 

輸送費用 は実データから推定することができない

ことから，Redding and Venables9)を参考にパラメータ設定

を行う．具体的には，第 1 段階で交通機関分担率，第 2
段階で地域間輸送量を利用したパラメータ推定を行う． 
第1段階 

まず第 1段階では，地域間 , の各輸送モード の選択

効用（ただし， ≠ のみ）に関するパラメータを推定

する．本稿では，物流・人流の両方の輸送モード の選

択効用 , , , を以下で定義する: 

, = dist , +          if ≠ , (27a)

, = time , + freq , +  if ≠ . (27b)
本稿では輸送モード として，物流は貨物車 ，鉄道 ，

航空 ，人流はそれら（ は乗用車）に加えて高速バス

を考える．したがって，物流・人流の輸送モード集合
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は，ℳ ≡ { , , },ℳ ≡ { , , , }で与えられる．

また，dist は地域 , 間の距離，time は所要時間，freq は運行頻度である．  
この選択効用で最尤法によりパラメータを推定する．

このときに用いる尤度関数 , は以下で与えられる: 

= , ,
∈ℳ∈ ×

, (28a) 

= , ,
∈ℳ∈ ×

, (28b) 

, = exp ,∑ exp ,∈ℳ . (28c) 

ここで， , は地域 , 間の輸送モード の分担率，

, は実データから与えられる地域 , 間の輸送モード

の分担率である． 
第2段階 

第 2 段階では，地域 , 間の交易量 を用いて，輸送

費用を推定する．そのために， を以下で定義する: 

= ≤ 1, (29a) 

= exp      if = ,
exp ,

∈ℳ
  if ≠ , (29b) 

= exp      if = ,
exp ,

∈ℳ
  if ≠ . (29c) 

ここで，Θ ,Θ , はパラメータ， , は同一地域内

（ = ）の輸送費用に関する効用であり，次のとおり，

地域内の交通基盤の整備水準に依存すると仮定する: 
= infra   if = , (30a) 
= infra   if = . (30b) 

ここで，infra , infra は地域 の交通基盤の整備水準，

, はパラメータである． 
さらに，パラメータ推定のため第 2章で示したモデル

の交易量 が次のように表されることを利用する: ln = FX + ln + FM + const. (31) 
ここで，FX は生産地に関する項，FM は需要地に関す

る項，constは定数項を表す． 
式(31)は，式(29)より次のように表される: 

ln =

⎩⎪
⎪⎪
⎨
⎪⎪
⎪⎧

FX + Θ infra + Θ infra      

    + FM + const  if = ,
FX + Θ ln exp ,

∈ℳ
      

+Θ ln exp ,
∈ℳ

     

+FM + const      if ≠ .
 

 (32)
ただし，ここでのconstはln[ ]を含む． 
式(32)を利用し，重回帰分析によりΘ ,Θ ,Θ ,Θ

を推定する．そして，推定値を用いて , を設定する． 
ここで注意が必要なのは，上記の推定では式(29a)の

が定まらない点である．ただし， の水準は短期・長期

均衡状態に何ら影響を与えないため， は推定しない． 
b) の設定 

財バラエティ間の代替弾力性 は，Behrens et al.10)を参

考に，長期均衡状態における人口分布が実データ

と最も近くなる水準に定める．具体的には， と人口分

布 を与件としたもとで得られたパラメータ値にお

ける ( ) ℎ⁄ の総和（i.e., 長期均衡状態からの誤

差）を最小とする を採用する． 
c) の設定 

アメニティ水準 は，実データ が基準均衡状態

となるよう設定する．具体的には， , , , ℎ , が与

えられた下で式(21)，式(25)を満たすように賃金 を設

定する．アメニティ水準 は，これまでに得られた

とℎ から，式(23)の長期均衡条件を満たすように設定す

る．ただし，この条件のみでは( ) ∈ が一意に定まら

ないため， = 1と基準化する． 
最終的に設定した を用いてキャリブレーションを行

う．このため，以上の方法で設定したパラメータを用い

ることで，モデルの基準均衡状態 は実データ と

完全に一致する． 
 
(2) 使用データ 

次章の反実仮想実験で対象とする地域区分は，高山・

杉山 4)と同様，日本国内を対象に都市雇用圏を基準とし

て分割した 432 地域区分（図-1）を用いる．ネットワー

クは，道路網，鉄道網，航空網，航路網を対象とした．

ただし，航路網は道路網と一体と捉えて，道路網による

輸送が不可能な地域間のみを航路網利用の対象とした． 
パラメータ設定および反実仮想実験に必要なデータは，

2005年を基準年に公的データ・民間データを収集・加工

することで整備された，杉本ら 5)と同様のデータを用い

た．詳細は杉本ら 5)を参照されたい． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 地域区分 
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加えて，本稿では各地域の高速道路延長およびバス路

線延長のデータを国土数値情報を用いて整備した．そし

て，物流に関する交通基盤整備水準に「地域面積あたり

の高速道路延長」，人流に関する交通基盤整備水準に

「地域面積あたりのバス路線延長」を用いた注3)． 
 
(3) パラメータ設定の結果 

本節ではパラメータの設定結果を順に示す．まず，輸

送費用推定の第1段階では，地域間交易シェア , のデ

ータ（ただし， ≠ のみ）を使用した集計ロジット注 4

のパラメータを，R 言語の optim 関数を用いて，最適化

手法の一つである BFGSにより推定した．第 2段階では，

説明変数に関するデータは最小値で正規化したものを使

用した．なお，推定にはR言語の lm関数を用いた． 
第 1段階の推定結果の選択効用パラメータを表-1，表-

2 に示す．推定の結果，距離および所要時間に関するパ

ラメータの符号が負，運行頻度に関するパラメータの符

号が正となった．これは，輸送モードの選択効用が，距

離・所要時間が増加するにつれて低下すること，また，

運行頻度が増加するにつれて増加することを意味してお

り，妥当な結果と言える． 
物流に関する結果（表-1）をより詳しく見ると，距離

の推定値は > > となっており，定数項

, の符号が負であることが分かる．これは，短距離

OD ほど道路が利用されて，長距離 OD ほど航空や鉄道

が利用されることを表しており直観に合った結果を得た． 
人流に関する結果（表-2）を見ると，所要時間の推定

値は ≈ > > であった．これは，定数

項も踏まえると，短時間 ODほど道路が利用され，長時

間 ODほど高速バス，鉄道，航空の利用が増加する傾向

があることを表しており，直観に合った結果を得た．ま

た，運行頻度の推定値は，鉄道に比べて，高速バス・航

空が大きい．これは，高速バス・航空の方が運行頻度の

増加に対する効用の増加が大きいことを表しており，相

対的に鉄道の運行頻度が多いことを踏まえると，妥当な

結果と言える． 
第 2段階の推定結果を表-3に示す．表より，物流・人

流ともに推定値は正の値となった．これは選択効用が増

加するにつれて交易が増加することを表しており，妥当

な結果であると言える．また，交通基盤の整備水準に関

しても推定値は正の値を得た．こちらも，交通基盤の整

備水準が上がるほど交易が増加することを示しており，

妥当な結果を得ることができた． 
パラメータ , も同様に，前節の方法により設定を

行った．その結果， = 4.75となった．各 における長

期均衡状態との誤差（i.e., ( ) ℎ⁄ の総和）を

図-2 に示す．図より，4.75 付近の誤差が最も小さくなっ

ていることが分かる． は，紙面の都合上，結果を示す 

表-1 第1段階の推定結果（物流） 
変数 パラメータ 推定値[t値] 

距離:貨物車  -6.17.E-03[-14.25] 
距離:鉄道  -1.38.E-03[-3.40] 
距離:航空  -3.71.E-03[-6.50] 
定数項:鉄道  -5.43 [-81.55] 
定数項:航空  -4.54 [-40.84] 

 0.8181 
 

表-2 第1段階の推定結果（人流） 
変数 パラメータ 推定値[t値] 

所要時間:乗用車  -4.85.E-02[-50.94] 
所要時間:高速バス  -1.73.E-02[-16.85] 
所要時間:鉄道  -4.91.E-02[-32.20] 
所要時間:航空  -3.96.E-02[-14.09] 

運行頻度:高速バス  1.32.E-02[2.78] 
運行頻度:鉄道  6.30.E-03[12.82] 
運行頻度:航空  1.16.E-02[3.97] 
定数項:高速バス  -4.10 [-31.74] 
定数項:鉄道  -1.84 [-32.35] 
定数項:航空  -1.45 [-9.11] 

 0.5229 
 

表-3 第2段階の推定結果 
変数 パラメータ 推定値[t値] 

物流の選択効用 Θ  0.490 [22.24] 
人流の選択効用 Θ  1.029 [52.40] 

物流の交通基盤水準 

（高速道路延長） 
Θ  0.698 [3.08] 

人流の交通基盤水準 

（バス路線延長） 
Θ  0.077 [17.51] 

 0.5492 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 と長期均衡状態との誤差の関係 
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(4) モデルの現況再現性 

アメニティ水準 と実データ の関係を確認する

ことで，現況の人口分布に対するモデルの説明力を確認

する．具体的には，従来手法と提案手法を以下のとおり

定義して，それぞれで設定された と実データ の

関係を比較する．比較の結果，決定係数が小さいほど，

外生的に与えられるアメニティ水準 が人口分布へ与え

る影響が小さいため，モデルの説明力が高いことを意味

する． 
a) 提案手法 

アメニティ水準 は前節の結果を使用する． 
b) 従来手法 

STEP1： 輸送費用の推定の第 1 段階は提案手法と同様

に実施する． 
STEP2： 輸送費用の推定の第 2 段階は，同一地域内の

輸送費用に関する効用 , に，交通基盤整備水準

の変数infra , infra を考慮せず（i.e., , はゼロ）

に推定したパラメータΘ ,Θ を使用する． 
STEP3： の設定は先行研究 4), 5)と同様の設定（i.e., =

9.0）を行う． 
STEP4： アメニティ水準 は，上記のSTEPで設定した

パラメータを用いて，本章(1)節 c)の方法で設定する． 
c) 比較結果 

提案手法・従来手法の結果を図-3，図-4 に示す．図よ

り，提案手法はプロットがバラついており，従来手法と

比べて決定係数が小さいことが確認できる． 
また，Berliant and Mori11)で示されている，関連研究

（Redding and Stum12)，Behrens et al. 10)）でのアメニティ水準

と人口の関係を図-5に示す．図では，横軸がアメニティ

水準，縦軸が人口規模であり，両者に強い相関が 2事例

ともあることが確認できる．また，各々の決定係数は，

Redding and Stum12)が 0.896，Behrens et al. 10)が 0.933であるこ

とが Berliant and Mori11)で示されている．ここからも，提

案手法のモデルの説明力が高いことが分かる． 
以上より，提案手法を用いることで，従来手法や関連

研究と比べて，モデルの説明力が向上したことを示した． 
 
 
5. 反実仮想実験 

 
前章に示したパラメータ値を用いて，日本を対象とし

た，都市間・都市内の交通改善による反実仮想実験を実

施する．具体的には，次の 3ケースについて，それらが

人口分布に与える影響を分析して，その変化の特徴を把

握する． 
 都市間の輸送費用が一律に低下する影響 
 都市内の交通基盤整備水準が一律に上昇する影響 
 上記の 2つが同時に生じる影響 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 提案手法でのアメニティ水準と人口の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 従来手法でのアメニティ水準と人口の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 関連研究でのアメニティ水準と人口の関係 11) 

R² = 0.0667

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

-2 0 2 4 6 8 10 12

R² = 0.1901

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

-2 0 2 4 6 8 10 12

ln[
]  

ln[
]  

ln[ℎ ] 

ln[ℎ ] 

第 68 回土木計画学研究発表会・講演集



 

8 
 

(1) 都市間の輸送費用が一律に低下する影響 

全ての都市間の距離・所要時間あたりの費用（i.e., パ
ラメータ , ）を 10％低下させた場合の各地域の人

口シェア変化を図-6に示す．各地域の人口シェア変化は(ℎ − ℎ∗)⁄ × 100で計算される．ここで，上付き添え

字∗は基準均衡状態， は輸送費用変化後の均衡状態を

表す． 
図-6 より，都市間の輸送費用低下は，東京圏・大阪

圏・名古屋圏といった，大都市圏に人口集積を生じさせ

る影響があることが確認できた．加えて，それらの大都

市圏の周辺に位置する都市圏（e.g., 関東地方，東海地方，

近畿地方）にも人口集積をもたらす傾向があることを把

握した．このため，都市間の輸送費用低下を伴う交通基

盤整備等は，大都市圏等の経済活性化に寄与する一方で，

地方（e.g., 北海道，東北，中国，四国，九州）の都市圏

の地域経済に留意が必要であると言える． 
 
(2) 都市内の交通基盤整備水準が一律に上昇する影響 

全ての都市内の交通基盤整備水準（i.e., パラメータ

, ）を 10％上昇させた場合の各地域の人口シェア変

化を図-7に示す．  
図-7より，都市内の交通基盤整備水準は，都市間の輸

送費用一律低下と異なり，東京圏・大阪圏・名古屋圏と

いった大都市圏の人口集積を分散させる影響があること

が確認できた．都市間の輸送費用一律低下と比較して，

北海道（札幌圏等を除く）や東北地方の太平洋側，中国

地方，四国地方，といった地方の都市圏へ人口集積させ

る傾向があることが分かった．このことから，地方の都

市圏の経済活性化には，都市内の交通基盤整備水準の向

上が重要になると言える． 
 
(3) 都市間・都市内の交通改善が同時に生じる影響 

全ての都市間の距離・所要時間あたりの費用を 10％
低下させて，かつ，全ての都市内の交通基盤整備水準を

10％上昇させた場合の各地域の人口シェア変化を図-8に

示す．  
図-8より，本設定においては，地方の都市圏（e.g., 中

国地方，四国地方）への人口集積が生じる結果となっ

た．これより，交通改善（輸送費用の低下，交通基盤整

備水準の上昇）の程度によっては，都市間と都市内の交

通改善を同時に実施した場合においても，地域経済の活

性化に寄与する可能性があることが示唆された． 
以上より，都市間の輸送費用低下は大都市圏やその周

辺の都市圏への人口集積をもたらす特徴があることや，

都市内の交通基盤整備水準の上昇は地方の都市圏への人

口集積をもたらす特徴があること等を把握することがで

きた． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 都市間輸送費用が一律低下：人口シェア変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-7 都市内交通基盤整備水準が一律上昇：人口シェア変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 都市間・都市内の交通改善：人口シェア変化 
 
6. おわりに 

 
本研究では，都市間の輸送抵抗と都市内の輸送抵抗を

分離して扱うことを可能とし，かつ，モデルの説明力を

向上させる，空間経済分析枠組を提案した．そのために，

Pflüger and Tabuchi7)を基盤に，都市内の輸送抵抗として交

通基盤整備水準（i.e., 物流は高速道路整備延長，人流は

バス路線延長）を考慮した，モデルの説明力を向上させ

るパラメータ設定法を提示した．そして，本分析枠組に
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よって，モデルの説明力が従来手法や関連研究と比べて，

向上していることを示した．さらに，日本を対象とした

反実仮想実験により，以下の影響を分析した． 
A) 都市間の輸送費用が一律低下する影響 
B) 都市内の交通基盤整備水準が一律上昇する影響 
C) 上記A), B)が同時に生じる影響 
その結果，都市間の輸送費用低下は大都市圏やその周

辺の都市圏への人口集積をもたらす特徴があることや，

都市内の交通基盤整備水準の上昇は地方の都市圏への人

口集積をもたらす特徴があること等を把握できた． 
本稿では，都市圏を空間単位として分析した結果，上

記の成果を得ることができた．しかし，今回のように都

市圏内の集計値（i.e., 地域面積あたりの高速道路整備延

長，地域面積あたりのバス路線延長）で交通基盤整備の

水準を扱うことには限界がある．実際，脚注 3に示した

ように，本設定では大都市圏での交通整備水準が高く位

置づけられておらず，直観とは異なる設定であった．こ

のため，都市圏内の輸送抵抗を適切に反映させるには都

市圏内のネットワークを考慮した分析枠組が必要であり，

そのための空間単位の詳細化（e.g., 都市圏単位から市町

村単位への詳細化）は今後の課題と言える． 
 
謝辞：本研究は，国土交通省新道路技術会議「道路政策

の質の向上に資する技術研究開発：公共交通ターミナル

整備の空間経済分析に関する研究開発（代表者：高山雄

貴金沢大学准教授）」および JST 創発的研究支援事業

JPMJFR215M の支援を受けたものである．ここに記して

謝意を表したい． 
 

NOTES 
注1) 土地所有に関する仮定には，“各地域の土地が居住

する消費者に均等に所有される(local ownership)”と

いうものも存在する．しかし，本研究では，Pflüger 
and Tabuchi7)で採用されていることから， public 
ownership の仮定を採用した． 

注2) この方法は，微分可能，消費者の人口増加率が効用

と正の相関を持つ，という望ましい性質を持つため，

新経済地理学分野で標準的に利用されている． 
注3) ここで，地域面積には，国土数値情報の土地利用 3

次メッシュを利用し，建物用地と幹線交通用地の合

計値を使用した．その結果，大都市圏といえる東京

圏・大阪圏・名古屋圏の「地域面積あたりの高速道

路延長」は，432 都市圏中，265 位・245 位・228 位

といった位置づけとなった．また，「地域面積あた

りのバス路線延長」は，250 位・225 位・332 位とい

った位置づけとなった． 
注4) 非集計ロジットによるモデル化も考えられるが，単

純化のために集計ロジットモデルを採用した． 
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